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提言１ 持続可能な下水道実現に向けた機械・電気設備の
整備・更新予算の拡充

 耐用年数を超過している老朽化設備更新への国費確保

約9割の下水処理場で

機械・電気設備が標準耐用年数を超過

 事業の継続性を高める計画的な予算の確保
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計画的な予算の確保が必要

下水道施設の機械・電気設備整備・更新予算の確保・拡充が必須

設備の老朽化例
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提言２ 直近の国際情勢に対する適切な対応

出典：国内企業物価指数の推移（日本銀行）

 資機材、エネルギーコスト等の実勢価格の変動を反映した設計金額の設定
 納期の実態を踏まえた適正な工期の確保と柔軟な設計変更

急激な物価上昇と納期遅延に対する柔軟な対応が必要

直近の国際情勢による納期遅延の状況



提言３ 持続可能な水の官民連携(WPPP)の実現に向けた施策の徹底

 適切な事業費（PSC）の算出

事業を適切に執行するには要求水準に見合う適正な事業費の設定が不可欠
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【 設計費、機械・電気工事費、維持管理費等 】

【 土木・建築費 】

計画、基本設計の情報から精度の高い見積取得が可能
想定事業費での提案が可能

実態と大きく乖離した予算額となって
いるケースが多い。
（計画、基本設計の情報だけでは、

正確な予算の想定は困難。）
民間企業の努力でも対応が困難
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現行のPPP事業
においても、
事業の不調、
場合によっては
事業執行が困難となる
事態にもつながっている

※ レベル１～3の事業においても上記の様な状況
⇒ 極めて困難な提案とその履行が求められる

WPPP事業の推進以前の大きな課題
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